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1. 背景 
 

2021年 2月のクーデターにより、軍事政権が発足してから 4年が経過した現在、ミャンマーでは政

治・経済・社会はさらに混迷を深めている。国軍による市民居住地域への無差別攻撃、市民への暴力・

人権侵害は続き、国民防衛隊(People’s Defense Force 以下 PDF) と国軍との間での衝突は激化してい

る。市民による大規模な抗議活動と国軍による武力弾圧、国軍と各地の少数民族武装勢力との戦闘、攻

撃の応酬などは今に至るまで収束する兆しが見えず、政変後に紛争や治安悪化により、国内避難民とな

った人は 2025年 4月現在で 354万人1となっている。 

紛争の拡大とそれに伴う爆発物や地雷の蔓延、気候災害、病気の発生、経済の崩壊や食料不安等の要

素から、2025年にミャンマーにおける人道支援が必要な人数は、2024年の 1,860万人2から 100万人以

上増加した 1,990万人3になると推定された。さらに 2025年 3月に発生したミャンマーの中部を震源と

するマグニチュード 7.7 の地震はマンダレー、ネピドー、サガイン、バゴー、マグウェイ、シャン

南・東部を中心に甚大な被害をもたらし、人道危機はさらに深刻化している4。 

戦闘が激化するたびに人々は隣国タイへも避難を行い、多くの避難民は 1980 年代半ばから運営され

ているミャンマーとタイの国境に位置する 4州の 9つのキャンプに居住している5。2024年 11月時点

で、ミャンマー（主に、Karen州、Kayah州）からタイへ逃れた避難民の数は 106,298人6といわれ、タ

イ政府によると 2021年 2月以降に避難してきた人数は 5万 2100人にのぼり7、2024年 2月のミャンマ

ー国軍による徴兵制の導入もその動きに拍車をかけている8。こうした新規避難民は、既存の難民キャン

プに入ることを許されておらず、非公式なシェルターでの一時的な滞在を許可されつつも、移動や人道

支援及びサービスへのアクセスをタイ政府から厳しく制限され、断続的にミャンマーに送還されてい

る。これらの状況より、タイに避難しているミャンマー避難民の人道ニーズにも対応する必要がある9。   

本プログラムにおいては、国軍による武力弾圧の影響がミャンマー全土に及び、軍事政権の長期化が

続くなか、政変により家を追われ、戦火を逃れたミャンマーの人々の脆弱性に配慮し、ニーズに合致し

た支援を通じ、彼らが生き抜くことに必要な支援、自力で立ち直る力を強化し、自立した生活の実現に

貢献し得る効果的、効率的かつ中長期的視点に立った支援が今後の課題となってくる。  

 
1 UNHCR Operational Data Portal Myanmar Total Internally Displaced Persons (IDPs), 7 April, 2025 

2 UNICEF, Myanmar Humanitarian Situation Report No. 1, 2024 
3 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025 1.2 Analysis of Shocks, Risks and Humanitarian Needs 
4 UNICEF,  Myanmar Earthquake Flash Update No. 6 - 09 April 2025 
5 The Border Consortium Refugee Camp Population: November 2024 (5 Dec 2024 ) 
6 The Border Consortium Refugee Camp Population: November 2024 (5 Dec 2024 ) 
7UNHCR Operational Data Portal Myanmar Situation  
8 A/HRC/57/56: Situation of human rights in Myanmar - Report of the United Nations High Commissioner for Human Rights - 

Advance unedited version (04 September 2024) p3 
9 United Nations Myanmar, Harsher realities for undocumented Myanmar migrant workers in Thailand, new UNDP survey shows 

https://data.unhcr.org/en/country/mmr
https://myanmar.un.org/en/263368-unicef-myanmar-humanitarian-situation-report-no-1-2024#:~:text=More%20than%2018.6%20million%20people,military%20takeover%20in%20February%202021.
https://humanitarianaction.info/plan/1275/document/myanmar-humanitarian-needs-and-response-plan-2025/article/12-analysis-shocks-risks-and-humanitarian-needs-0
https://reliefweb.int/report/myanmar/unicef-myanmar-earthquake-flash-update-no-6-09-april-2025
https://reliefweb.int/report/thailand/thailand-refugee-camp-population-november-2024
https://reliefweb.int/report/thailand/thailand-refugee-camp-population-november-2024
https://data.unhcr.org/en/situations/myanmar
https://www.ohchr.org/sites/default/files/2024-09/A_HRC_57_56_AdvanceUneditedVersion.docx
https://www.ohchr.org/sites/default/files/2024-09/A_HRC_57_56_AdvanceUneditedVersion.docx
https://myanmar.un.org/en/255130-harsher-realities-undocumented-myanmar-migrant-workers-thailand-new-undp-survey-shows?afd_azwaf_tok=eyJhbGciOiJSUzI1NiJ9.eyJhdWQiOiJteWFubWFyLnVuLm9yZyIsImV4cCI6MTc0NTI5ODkxOSwiaWF0IjoxNzQ1Mjk4OTA5LCJpc3MiOiJ0aWVyMS03NTRiOWNjOWNiLTZ4cmxyIiwic3ViIjoiMjIxLjI0MS4xODQuMjEwIiwiZGF0YSI6eyJ0eXBlIjoiaXNzdWVkIiwicmVmIjoiMjAyNTA0MjJUMDUxNTA5Wi0xNzU0YjljYzljYjZ4cmxyaEMxVFlPNmRjYzAwMDAwMDBudWcwMDAwMDAwMG4zdDAiLCJiIjoidVhyRTFuckxyVThPU1lkaExtWlExSlAwcThMVEI3R3lqb0FWNkZaMFdpMCIsImgiOiJxSU14dlV1VDF5SVlKQVk3aEVhZ0VsUHk4a0JEeF92cGhadXdmTldCNFNRIn19.gJg4MYal3uxHhL8tvEQAchITHooRBxKOskU0u8a7Mx8uPP37ekS1fjAvLiGJhqLG_RLAAnmrAortg3x2UAcGym1Y4qof4FyaHdK-ZFfl0nghbah3xumeR7-X3f4NRI1Qvxemo2NAC47XfAFGQCu2RHRkvgbqM8WBfBCMLbWjZ_6f943RqTM_XrjvWCrWQ2ZUwxP5CTLvitmYyY0sBy5hMRRs93hL-DBagNaX4B-MBgVifvEqyqCzu--76LuOJyGmu6zBr6SxszdR_nLCib_qpCrRfz6_fF2U2TpuM4EQAnpgvwuxvFP5AVL_gw10avWZKlmwqNWtRTlmSaienA7KiQ.WF3obl2IDtqgvMFRqVdYkD5s
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2. これまでの JPF による支援実績 
 

JPF では、2021年 10月からミャンマー人道危機プログラムを開始した。2024 年度、本プログラムの

補正予算では 8団体が事業を申請し、ミャンマー国内およびタイにおいて、教育、食料、保健・医療、

給水・衛生、シェルター・物資配布、保護・心理社会的支援等 11事業を実施している。これまでの事

業費総額は約 12億 5千万円、被益者総数は約 19万 5千人となっている。 

 

3. 優先事項 
 

優先事項10 優先事項内容 

1 人道危機の影響を受けた

すべての人々へ、公平で

安全な生命を維持する支

援を実施する 

人道危機が悪化し、命を繋ぎとめるための緊急支援に対する優先

度が一層の高まりを見せている現状に鑑み、人々の基本的ニーズ

が満たされる支援を中心とした、より脆弱な人々の生命を維持す

る(Life-saving)支援を優先する。 

2 人道危機の影響を受けた

人々が生き抜く力、自力

で立ち直る力の強化に寄

与する支援を実施する 

政変により、政治・経済・社会が混迷を深めており、収束する兆

しが見えず長期化の様相を呈している中、避難民個人が、中長期

的視点に立った支援を通していまを生き抜く力、自力で立ち直る

力を強化し、自ら活動を継続・発展させていける支援を優先す

る。 

 

事業実施上の留意点 

1. 人道危機の影響を受け、脆弱性が増している人々の人道ニーズが食料安全保障（栄養）、水・衛

生、保健医療、教育、保護、シェルター/NFIs、現金給付、生活向上等の分野の支援を通して満

たされ、避難民のジェンダー・年齢・障がいの有無等に関わらず、質と尊厳ある生活への公平な

アクセスが促進されること。 

2. 事業実施にあたっては、裨益者、実施団体スタッフの安全を最優先事項とする。既存の社会、民

族、コミュニティの構造を乱さず、悪化させないこと。透明性を確保し、セキュリティーリスク

やレピュテーションリスクに配慮しながらロープロファイルで行うこと。 

3. 各地で激化する戦闘や空爆、増加する地雷被害、武力による取締りの強化といった安全面のリス

クについては、フォーマル・インフォーマルな調整機関、日本大使館、NGOネットワークやコン

サル機関等の情報を注視し、裨益者、実施団体スタッフの安全を最優先事項とする。また、上記

 
10 支援対象国における最新の人道危機状況、社会・経済状況、セクター別ニーズ/ニーズギャップの規模、他アクターによる支援状況/計

画、国連が定める戦略目標（Strategic Objectives）、JPF の特性等を勘案したうえで、本プログラムにおいて JPF が推奨する事項。た

だし、支援内容（セクターや地域等を含む）を制限するもの、本事項に適合しない支援内容を排除するものではない。 
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リスクを踏まえ、現地で活動する職員ならびに関係者による安全なオペレーションを確保するた

めに十分な資金を確保する。 

 

4．対応方針 

プログラム概要 

期 間 2025年 6月～2026年 6月 

支援対象地域 ミャンマー、タイ、インド 

2025年度当初予算 77,600,000 円 

 

今年度の当初予算プログラムにおいてはコンセプトノート審査を実施せず、事業を実施する団体により

予算を配分する。 

 

5．セクター別支援計画 

ミャンマー 

【食料安全保障 (Food Security)】 

 2021年 2 月の軍事クーデター以降、水害や地震等の自然災害の被害も加わり、 生活の場を失い国

内避難民化した人口は急速に増え、2025年に人道支援を必要とする人々は 2千万人、食料支援を必要と

する人々は 1,520万人にも達する見込みである。11また、長引く紛争により、全土で領土支配が変化し

ており、長期滞在に最適な場所を持たないまま、避難場所を転々とする 生活を余儀なくされている12。 

ミャンマーにおける食料安全保障分野では、国内避難民や避難することが困難な脆弱な人々が、現物

などの支援により十分で安全かつ栄養価の高い食料を公平に入手できること等が目標に据えられてき

た。しかし、活動を充足するための資金は十分に確保されておらず、支援が十分に行き届いていない13

のが実情である。 

上記の状況に対し、JPFでは、紛争および自然災害の影響を受けている国内避難民、貧困層、ホスト

コミュニティの住民らを対象に緊急支援を実施することで、生きていくために必要な食料へのアクセス

の確保を図る。なお、支援のモダリティは、直接的な現物配付に加え、ロープロファイルでの支援かつ

 
11 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, p.8 
12 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, p.57 
13 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, p.4 
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各世帯のニーズに応じた食料購入を可能とする現金給付など、現地の状況を鑑み対応していくことで、

食料へのアクセスを保障するものとしていく。 

 

【保健（Health)（栄養セクター含む）】 

 2021年 2 月 1日の軍事クーデター以降、少なくとも 880人の医療・保健従事者が逮捕され、97人

が死亡、117人が負傷し、患者のニーズに効果的に応えるために必要な人員配置を維持する機能が損な

われている。医療・保健施設が被害を受けた件数は 2022年の 47件から、2023 年には 100件以上へと倍

増した。被害のほとんどは、ミャンマー国軍の空爆や砲撃、あるいは少数民族武装勢力や市民防衛隊な

どのドローンによって引き起こされている。また、国家行政評議会による反政府支配地域での継続的な

封鎖により、重症患者の緊急輸送が困難になるなど、国内避難民を含む現地の人びとの医療機関へのア

クセスが制限されている14。戦闘に巻き込まれる恐怖のため受診を控える患者も多い15。 

 このように公共の必須な保健サービスの提供は大都市中心部では現状でも可能であるが、地方村落

部など国内避難民が多数発生している地域を中心に、保健サービスの機能が麻痺している状況下、ミャ

ンマー国民全体では 1,210 万人が人道的保健支援を必要としており、とりわけ栄養セクターでは、ミャ

ンマー全体では 130万人の子どもを含む 220万人が人道的な支援を必要としている。特に 5歳未満の子

どもの 7万 1千人は重度の急性疾患で治療が必要な栄養失調とされ対応が必要である16。JPFでは、この

ような保健分野への対応に対し、5歳未満の子どもに対する栄養改善のための微量栄養素の粉末補給な

ど緊急支援を実施する予定である。 

 

【シェルターとノン・フードアイテム（Shelter and Non-Food Items)】 

上記の問題に対し、JPFでは、国内避難民やホストコミュニティ住民、帰還民、紛争および自然災害

の被災者に対して、物資不足の緩和を目指し NFIs支援を行うとともに、現地コミュニティの人々およ

び CBOs等と密に連携し、現状の紛争下によって発生する度重なる移動等における、流動的なニーズに

柔軟に対応する。 

戦闘の激化以降、当該セクターへのニーズは甚大化している。国内の避難民世帯の約 3分の 1は計画

的に整備されていない居住地で生活しており、その約半数が改善されていないシェルターに住んでい

る。住環境は、屋根の損壊、雨漏り、断熱材の不備などのほか、調理する場や食料・水を保管場所がな

いなどの制約に加え、日常生活を可能にする適切な NFIが不足しており、キッチンセット、蚊帳、防水

 
14 Insecurity Insight, A Tragic Milestone: More Than 1,000 Attacks on Health Care in Myanmar Since the February 2021 Military 

Coup. 
15 MSF, Medical facilities, patients and healthcare workers must be protected as conflict escalates in Myanmar. 
16 OCHA, Humanitarian Needs and Response Plan Myanmar 2024 , p.58-59 

https://reliefweb.int/report/myanmar/tragic-milestone-more-1000-attacks-health-care-myanmar-february-2021-military-coup
https://reliefweb.int/report/myanmar/tragic-milestone-more-1000-attacks-health-care-myanmar-february-2021-military-coup
https://www.msf.org/medical-facilities-patients-and-healthcare-workers-must-be-protected-conflict-escalates-across
https://myanmar.un.org/en/256164-myanmar-humanitarian-needs-and-response-plan-2024-december-2023
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シート、女性用衛生セット、冬季用防寒具など、ニーズが地域や状況に応じて極めて多様であることが

報告されている。一方、Humanitarian Response Plan によると、2024年の資金不足により、対象人口

の 40％以上が必要不可欠な支援を受けられなくなり、被災した人々に効果的に手を差し伸べるための追

加資源の緊急の必要性が浮き彫りになった。加えて、2025年 3月 28日にミャンマー中部で発生した地

震により、多くの住宅が倒壊したと報告されている。 

Shelter/NFIs/CCCMクラスターは、各所の環境に応じた、保護・尊厳・安全とプライバシーを担保す

る物資支援および緊急シェルターの支援を目標としていることから、支援地のニーズに即した緊急シェ

ルター、物資および生活必需品を柔軟に選定、配付、もしくは受益者のニーズに応じた物資購入を可能

とする現金給付など、現地の状況を鑑み対応する。 

 

【保護（Protection）】 

クーデター以後、増加する衝突等により国内避難民の数は引き続き増加しており、保護が必要な人は

1,320万人であり、その内子どもは 435万 6千人、障がい者は 171万 6千人を数える17。2024年 1月～9

月の間には、ラカイン州、シャン州、ザガイン地域、カチン州、マグウェイ地域、カイン州で、3,200

件以上の保護に関する事案、5,900件に及ぶ人権侵害が発生し、被害を受けた 194,900人のうち、39％

は子どもである。無差別攻撃や空爆、強制徴用、恣意的な拘束、ジェンダーに基づく暴力（GBV）、さ

らに地雷や不発弾の拡散による負傷や死亡といった、軍事行動からの直接的な脅威にさらされている。

特にミャンマー北西部（チン州、マグウェイ地域、マンダレー地域、サガイン地域）において紛争が激

化し続けており、民間人への影響が深刻である18。ラカイン州に加え当該地域は国内避難民発生の中心

地となっており、国内では 3,546,100人が避難生活を送っている19。人道的アクセスの制約や主要道路

へのアクセスの寸断および移動の自由が制限されることで、物資補給のルートが妨げられ20、さらに、

女性、子ども、高齢者、障がい者など特別な支援が必要な人々のリスクが高まっており、多くの人々が

有害な対処手段に頼らざるを得ない状況に追い込まれている21。保護クラスターとその分科会（子ども

の保護、ジェンダーに基づく暴力、地雷対策など）は、基本的人権の保護や尊厳・安全・心理的な安定

の回復を目的とした多層的な支援戦略を表明し、特に国内避難民への最優先として取り組む方針を示し

ている。クラスターでは、現在進行中の危機による深刻な心理的影響に対応するため、すべての分科会

において MHPSSの展開を拡大し、回復とレジリエンスに向けた重要な支援展開を策定している2223 

 
17 OCHA, Humanitarian Needs and Response Plan: Myanmar Humanitarian Programme Cycle 2025 - Protection Cluster at a 

Glance 

18 UNHCR, Myanmar Humanitarian Update No. 45, March 2025. 

19 UNHCR Operational Data Portal Myanmar Total Internally Displaced Persons (IDPs), 7 April, 2025 

20 UNHCR, Myanmar Emergency Update, October 2025 

21 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, p.48 
22 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, p.49 
23 UNHCR, Myanmar Emergency Update. Apr 2023, p.1  

https://reliefweb.int/report/myanmar/humanitarian-needs-and-response-plan-myanmar-humanitarian-programme-cycle-2025-protection-cluster-glance
https://reliefweb.int/report/myanmar/humanitarian-needs-and-response-plan-myanmar-humanitarian-programme-cycle-2025-protection-cluster-glance
https://www.unocha.org/publications/report/myanmar/myanmar-humanitarian-update-no-45-28-march-2025
https://data.unhcr.org/en/country/mmr
https://reporting.unhcr.org/myanmar-emergency-regional-update-9969
https://data.unhcr.org/en/documents/details/100115
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 上記を踏まえ、JPFでは、障がい者を含む最も脆弱な人々・子どもに対して、先行きが不透明な生

活の中で増大する心理社会的ストレスおよび保護を取り巻くリスクへの対応と予防のための活動を実施

する。子どもの保護に関しては、ケースマネジメントを通じた個々の子どもの状況に応じた支援、こど

もひろばを通じた精神保健・心理社会的支援、子どもの保護や地雷等の爆発性戦争残存物に関する啓発

活動を行う。 保護クラスターが推奨している現金給付による支援24や、生活状況や悩み、課題を聞き取

る傾聴活動や、必要に応じて、関連する障がい者支援団体や、医療・リハビリ・補助具提供サービス等

の情報提供や照会支援を行う。  

 

【水・衛生 (WASH)】 

ミャンマーで、2025年に水・衛生支援を必要とする人は 690万人にのぼると推定されている25。特

に、紛争の影響を受けた地域では乾季の水不足が人道的ニーズを深刻化させることに加え、安全な水が

不足することにより水系感染症のリスクが拡大し、とりわけ衛生設備の利用が限られている避難民の間

では懸念が高まっている26。紛争が社会的弱者に最も脅威となるのは基本的な水と衛生サービスの欠如

である27と UNICEFが警鐘を鳴らす一方で、支援のための資金不足による活動への著しい制約や、紛争に

よる被災地域へのアクセス制限およびインフラ損傷による必要物資の供給の遅滞が課題とされている

28。 

こうした状況に対し、JPF では、国内避難民およびホストコミュニティの住民への安全な水へのアク

セス改善、衛生施設整備、衛生用品支援を含めた水・衛生サービスの提供を行う。加えて、居住地への

訪問や物資配付時に衛生啓発活動を実施することで、先の見えない紛争下の制約や、限られた社会イン

フラの共用を余儀なくされる避難生活にあっても衛生的な習慣を身に着け、疾病を予防し、健康維持を

目指す。さらには、避難民グループやホストコミュニティの中から衛生普及員を養成し、地元自治組織

と連携させることで、衛生改善活動の持続的な仕組みの構築を図っていく。 

なお、活動現場における規制強化や、通行・入域制限が厳しさを増す状況下にあって、関係者の拘束

や物資押収などの危険性は最大限排除すべきである。この観点から、支援のモダリティは、施設の整備

作業や物資の直接的な現物支給に加え、各世帯のニーズに応じた物品調達を可能とする現金給付など、

現地の状況に鑑み対応していく。 

 

【生計向上（Livelihood）】 

 
24 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2024, p.62 

25 OCHA,  Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, Part 3: Cluster Response Plan_3.7 WASH 

26 OCHA,  Myanmar Humanitarian Update No.45, 28 March 2025. P.3 

27 UNICEF, Myanmar Water, sanitation and hygiene (WASH) 

28 OCHA, Myanmar Humanitarian Update No.44, 19 February 2025. P.10 

https://reliefweb.int/report/myanmar/myanmar-humanitarian-needs-and-response-plan-2024-december-2023-enmy
https://humanitarianaction.info/plan/1275/document/myanmar-humanitarian-needs-and-response-plan-2025/article/37-wash
https://www.unocha.org/publications/report/myanmar/myanmar-humanitarian-update-no-45-28-march-2025
https://www.unicef.org/myanmar/water-sanitation-and-hygiene-wash
https://www.unocha.org/publications/report/myanmar/myanmar-humanitarian-update-no-44-19-february-2025
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紛争や国際経済システムからの排除等によって、経済状況が更に悪化する見通しの中、避難民にとっ

て最も必要な食料は、高騰する物価と急激なインフレにより、多くの人にとって手の届かないものとな

っている。加えて、人道支援のアクセスや貿易ルートが制限され、すでに深刻な食料危機をさらに悪化

させている。ミャンマーの農業生産にも深刻な打撃を与え、作物の収穫量が急激に減少し、生計手段が

脅かされている。2025年には、米、豆、油、塩といった基本食料品の価格が前年比で 30％上昇すると

予測されている。 

一方、紛争が長引く中、障がいのある人々は特に危険にさらされており、一人ひとりのニーズ即した

支援を必要としている29。 2025年 3月 28日に発生した壊滅的な地震が、ミャンマーで最も深刻な被害

を受けた地域における障がいのある人々を抱える家族の多くは、住宅の損壊、停電、安全でない水、食

料不安、生計の崩壊など、複数の危機を同時に抱えている。多くの人が不安定な屋外生活を余儀なくさ

れ、精神的苦痛を抱える一方で、医療等へのアクセスに対する制限は依然として深刻である30。  

JPF では、安全なアクセスを確保しながら、避難民世帯や障がい者世帯を対象に、生計向上支援を実

施する。加えて現地の状況に応じ、裨益者の生計回復に必要な物資購入を可能とする現金給付、障がい

者特有のニーズには補助具の提供や専門サービス等への照会支援を実施する。 

 

タイ  

【食料安全保障、シェルターとノン・フードアイテム（Food Security, Shelter and Non-Food 

Items)】 

 国境沿いの戦闘激化に伴い、ミャンマーからタイへの越境避難が継続しており、メーソット周辺に

は現在 20万～50万人のミャンマー避難民が存在するとされている（現地支援団体推計）。TSA（一時的

安全地域）への人道的アクセスは原則として制限され、避難民は第三国定住を待ちながら長期間タイに

滞在している。タイ政府はこれまでに数千人の避難民を強制送還したとされ、国際人権団体からの批判

を受けている31。 

 法的地位を持たない避難民の多くは、農業や縫製などインフォーマル・セクターでの低賃金労働

（1 日約 50〜100バーツ）に従事しており、通勤には警察からの取り締まりや恐喝のリスクを伴う。な

かでも、働くことができず、送金支援も受けられない母子家庭や障がい者などの脆弱層は、収入手段が

極めて限られている。加えて、2025年には、USAIDの支援終了により、一部のキャンプでは食料や医

療、教育などの基本的サービスが停止し、避難民が都市部に流入する傾向が強まっている。さらに、

 
29 UNHCR, Myanmar, Multi-year Strategy 2025-2027, 1.2 Situation Analysis 

30 UNICEF, Rapid Needs Assessment of Families with Disabilities in Post-Earthquake Myanmar, p. 1 

31 Human Rights Watch, Thailand: Recent Refugees Pushed Back to Myanmar, November 29, 2023 

https://reporting.unhcr.org/sites/default/files/2025-01/Myanmar%20-%20Strategy%202025%20–%202027.pdf
https://www.unicef.org/myanmar/media/11856/file/Rapid_Needs_Assessment_PostEarthquake_Disabilities_Myanmar.pdf.pdf
https://www.hrw.org/news/2023/11/29/thailand-recent-refugees-pushed-back-myanmar#:~:text=(Bangkok)%20%E2%80%93%20Thailand's%20government%20has,areas%20to%20Myanmar's%20Karenni%20State.
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2025年 3月 28日に発生したマグニチュード 7.7の地震では、約 69,000人が新たに避難を余儀なくされ

32、すでに存在する国内避難民 354万人33および国外避難民 135万人34の状況を一層悪化させている。 

 このような中、JPFでは、自ら支援にアクセスすることが困難であり、またタイ国内で安定した収

入源を持たない脆弱な避難民を対象に、食料・シェルター・NFIsを中心とした緊急人道支援を実施す

る。 

 

【教育（Education)】 

 タイに避難した避難民の 45％が 2歳～17歳の子どもであると想定されており35、彼らもまたミャン

マー国内と同様、新型コロナウイルスの感染拡大および軍事クーデターにより、2020年から約 4年以上

にわたり教育の機会を損失した36。加盟団体によるタイのターク県メーソット郡周辺における調査の結

果、タイの一時退避エリア以外に滞在している避難民の子どもは、従来からミャンマーからの移民の子

どもを受け入れる移民学校にて学習を再開している。一方で、移民学校では収容人数の 1.5倍の子ども

を受け入れる等、キャパシティを大幅に超える避難民の子どもが押し寄せていることから、学習教材や

校舎、教員が不足し、教育の質が担保できず待機児童も発生している。2024年に IOMが行った調査によ

ると、調査対象世帯の子どものうち 61％が学校やその他の学習施設に通っていない事が分かった37。避

難先のコミュニティのなかでは、移民学校とは別に、元教師が子どもたちに教えていることがわかった

が、ボランティアで実施しているもので、教師への報酬もなく教育資材も十分ではない。このような環

境下で、子どもたちは教育を受ける権利を奪われているだけでなく、児童労働や早婚等の身体的・心理

的なリスクにさらされる。 

 緊急下の教育支援は慢性的な資金不足であり、タイにおける人道支援活動は、タイ政府による避難

民のアクセス制限や避難民の流動性等から、関連する地方政府機関や事務所、CBOsやパートナー38、中

でも NGOが避難民と協働し実施する緊急下における教育支援がますます必要とされる。2024年ミャンマ

ー人道対応39にも支援の目的の一つとして掲げられているように、危機と避難の影響を受けたすべての

子どもと青少年に、安全で適切で、アクセス可能な、質の高い、包括的なインフォーマル教育の機会を

提供・拡大することは、タイに避難するミャンマーの人々に対しても同様に必要である。 

 
32 The ASEAN Coordinating Centre for Humanitarian Assistance on Disaster Management SITUATION UPDATE No. 5 – M7.7 

Earthquake in Myanmar and Thailand – 6 April 2025 

33 UNHCR Operational Data Portal Myanmar Total Internally Displaced Persons (IDPs), 4 April, 2025 

34 UNHCR Operational Data Portal  Myanmar Refugee and Asylum Seekers, 21 March 2025 
35 UNHCR, Refugee Preparedness & Response Plan - Thailand, 29 July 2022, p.6 
36 OCHA, Humanitarian Needs Overview Myanmar 2023, January 2023, p.23 
37 IOM, Thailand Multisectoral Assessment of Needs 2023 and 2024 – Tak province,April 2025, p.2 

38 UNHCR, 2024: Refugee Preparedness & Response Plan, Thai-Myanmar Border ,April 2024, p.10 
39 OCHA, Myanmar Humanitarian Needs and Response Plan 2025, December 2024 p.39 

https://ahacentre.org/situation-update/situation-update-no-5-m7-7-earthquake-in-myanmar-and-thailand-6-april-2025/
https://ahacentre.org/situation-update/situation-update-no-5-m7-7-earthquake-in-myanmar-and-thailand-6-april-2025/
https://data.unhcr.org/en/country/mmr
https://data.unhcr.org/en/situations/myanmar
https://reliefweb.int/report/thailand/myanmar-situation-refugee-preparedness-response-plan-thailand-july-december-2022
https://reliefweb.int/report/thailand/myanmar-situation-refugee-preparedness-response-plan-thailand-july-december-2022
https://reliefweb.int/report/myanmar/myanmar-humanitarian-needs-overview-2023-january-2023
https://reliefweb.int/report/myanmar/myanmar-humanitarian-needs-overview-2023-january-2023
https://dtm.iom.int/reports/thailand-multisectoral-assessment-needs-2023-and-2024-tak-province
https://reliefweb.int/report/thailand/myanmar-situation-refugee-preparedness-response-plan-thailand-july-december-2022
https://data.unhcr.org/en/documents/details/107644
https://humanitarianaction.info/plan/1275/document/myanmar-humanitarian-needs-and-response-plan-2025
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 JPFでは、上記のニーズを踏まえ、ICTを導入したカリキュラムや教材の開発、学習環境の整備、

教師の生活補助・能力強化研修等を通じて、長期間にわたる教育機会の損失による影響を緩和し、将来

の世代へ負の遺産を残さないよう、安全で適切で、より多くの子どもが裨益する質の高い教育支援を行

う。 

 

【保健（Health）】 

 タイに避難したミャンマー人の多くは、国境付近の山間部などのへき地に暮らしており、医療への

アクセスが限られている。法的地位が不安定のため、健康診断、予防接種、妊産婦健診などの社会保障

サービスを受けることも困難である。加えて、言葉や文化の壁、経済的困窮、タイ当局による取り締ま

りのリスクも保健医療へのアクセスの障壁となっている。 

 適切な医療を受けられないことで、ミャンマー人コミュニティにおいて、結核、HIV、マラリアな

どの感染症が拡大している。2021年から 2023年にかけて、マラリア患者は 5 倍以上増加し、2024年も

ほぼ同数の患者数が見込まれている40。ミャンマーからの結核患者の流入も影響し、タイの結核患者数

は 2021年の 2,426か人ら 2023年は 9,169人に増加した41。避難生活に伴うストレスやトラウマ、食生

活の乱れ、運動不足、薬物乱用なども顕著で、糖尿病、心血管疾患、高血圧のリスクが高まっている。

出産費用が払えない妊産婦は、リスクの高い自宅出産を選択せざるを得ない状況にある。 

 タイに避難する人々の増加に伴い、医療ニーズも増加傾向にある。ターク県保健局によると、2024

年 1 月から 4月に提供されたミャンマー人への医療サービスは、2023年 1年間に提供された医療サービ

スの 60％に相当する42。医療保険に加入していない世帯も増えており、同県では、2023年は未加入率が

52％だったが、2024年は 65％に増加した43。 

 JPFでは、拡大傾向にある保健医療分野のギャップに対応するため、国境付近のコミュニティで孤

立して暮らす脆弱性の高い人々を対象に、巡回診療・健診、医薬品配付、啓発活動・研修、専門病院へ

の照会などの医療支援を実施する。 

 

インド  

【食料安全保障、シェルター、ノン・フードアイテム、教育（Food Security, Shelter, Non-Food 

Items, Education) 】 

 
40 IOM, Thailand Response Plan for Cross-border Flows from Myanmar, September 2024 – August 2025, p. 8 

41 WHO, World malaria report 2024: Addressing inequity in the global malaria response, 11 December 2024, p. 19 

42 IOM, Thailand Response Plan for Cross-border Flows from Myanmar (September 2024 – August 2025), p. 8 
43 IOM Thailand, Multi-sectoral Assessment of Needs: Tak Comparative Report, 2023 and 2024, April 2025, p. 3 

https://thailand.iom.int/resources/thailand-response-plan-cross-border-flows-myanmar-september-2024-august-2025
https://www.who.int/teams/global-malaria-programme/reports/world-malaria-report-2024
https://thailand.iom.int/resources/thailand-response-plan-cross-border-flows-myanmar-september-2024-august-2025
https://reliefweb.int/report/thailand/iom-thailand-multi-sectoral-assessment-needs-tak-comparative-report-2023-and-2024-april-2025
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 インドには 2021年以降、約 72,200人のミャンマー難民が流入したとみられている44。インドは難

民条約に加入しておらず、正式に難民と認定されない難民の法的救済手段や権利は限られている45。避

難が長期化し、現地ボランティア組織は資金難に直面しており、支援を十分に受けられない避難民の窮

状は悪化している46。 

 難民のうち 3万人以上がインドのミゾラム州に滞在しており、ミゾラム州と国境を接しているミャ

ンマーのチン州では、反政府勢力が支配地域を拡大していることから、難民の帰還が期待されている

47。しかし、まだ大量の地雷が埋まっていることや、国軍の空爆が続いていることから、大規模な難民

の帰還は難しい。JPFでは、このように、インドに逃れた後の生計手段が限られており生活が困窮して

いる難民の人びとに対し、日々の生活に必要な食料・シェルター・物資・教育への緊急ニーズに対応す

べく、人道支援を行う。 

以 上 

 
44 UNHCR Operational Data Portal  Myanmar Refugee and Asylum Seekers, 21 March 2025 
45 R. LAKHER, ”India must do more for Myanmar refugees in Mizoram”, Frontier Myanmar,December 2024,  
46 The Hindu Myanmar refugees threatening security, draining resources: Mizoram activist to Amit Shah, March 12, 2025  
47 The Times of India. Myanmar refugee count drops in Mizoram.,2024, December 23  

https://data.unhcr.org/en/situations/myanmar
https://www.frontiermyanmar.net/en/india-must-do-more-for-myanmar-refugees-in-mizoram/
https://www.thehindu.com/news/national/mizoram/myanmar-refugees-threatening-security-draining-resources-mizoram-activist-to-amit-shah/article69321835.ece
https://timesofindia.indiatimes.com/city/guwahati/myanmar-refugee-count-drops-in-mizoram/articleshow/116607828.cms



